
施設別セグメント分析の実施に関する
アンケート調査について

令 和 ５ 年 ７ 月 1 9 日
総務省自治財政局財務調査課

資 料 ４



調査の概要

○ 施設別セグメント分析の実施状況や課題等について、詳細なアンケート調査を実施。

（実施期間 令和５年６月21日～７月４日）

１ 施設別セグメント分析を実施していない団体向け

対象団体 ２５５団体 （指定都市１３、市区町村２４２）

令和３・４年度活用状況調査における「施設別・事業別等の行政コスト計算書等の財務書類を作成した」の項目
令和５年度活用状況調査における「施設別・事業別等の行政コストを計算し、業務の参考とした」の項目

いずれも「該当なし」と回答した市区町村のうち各都道府県において５団体程度を抽出。

※ 活用状況調査：「統一的な基準による財務書類の作成状況等に関する調査」のうち「前年度中の財務書類等の活用状況」

調査項目 ２項目

・施設別セグメント分析を行わない理由

・実施にあたっての課題

２ 施設別セグメント分析を実施している団体向け

対象団体 １０８団体 （指定都市５、市区町村１０３）

令和５年度活用状況調査において、「施設別・事業別等の行政コストを計算し、業務の参考とした」の項目に
「実施した」と回答した市区町村のうち、施設別セグメント分析を行った団体

調査項目 ５項目

・施設別セグメント分析を実施したきっかけ・目的

・実施にあたっての課題

・施設別セグメント分析による情報の公共施設マネジメントへの活用

・分析作業の参考にしたもの

・マニュアルの改善点
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施設別セグメント分析を実施していない団体に係るアンケート結果

問１ 公共施設等総合管理計画や個別施設計画の策定・更新に係る検討にあたり、施設別セグメント分析を行わない理

由としてどのようなものが考えられますか。

選択肢 回答団体数

1 施設別セグメント分析という分析手法を知らなかったため 76 （29.8%）

2 施設別セグメント分析は知っていたが、公共施設マネジメントに有効であるとは認識
していなかったため

34 （13.3%）

3 施設別セグメント分析が公共施設マネジメントに有効であることは認識していたが、
実施にあたって課題があったため

115 （45.1%）

4 その他 30 （11.8%）

計 255  （100%）

その他の内容（抜粋） 注：要約や意見集約を行っている

・ 財務書類の作成で手一杯であるため。

・ セグメント分析以外の方法で、各種経費を算出し、計画策定・更新の検討が可能であるため。

・ 施設数が少なく、施設別セグメント分析の効果が期待できないため。
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問２ 施設別セグメント分析を実施するにあたり、課題となるのはどのようなものがありますか。（複数回答可）

選択肢 回答団体数

1 施設別財務書類の作成方法や作業手順が分からない 128 （50.2%）

2 施設別財務書類を作成した後の分析方法が分からない 117 （45.9%）

3 人員的・時間的余裕がない 197 （77.3%）

4 その他 38 （14.9%）

その他の具体的な内容（抜粋） 注：要約や意見集約を行っている

・ 対象とする施設や資産、負債、費用、収益等の範囲、非財務情報などについて、各施設所管課と調整する必要がある。

・ 施設別財務書類の作成にあたり、施設の範囲や単位を整理できていない。

・ 支出科目が施設ごとに細分化されておらず、振り分けや按分率の設定が課題。

・ 財務会計システムが施設別セグメント分析に対応していない。

・ 他自治体の参考事例が少ない。

・ 重複する施設が少なく、利用者等が少数であってもコスト面のみで廃止するに至らない。

・ 公共施設のあり方の検討にあたっては、コスト面だけでなく、配置エリアや利用者特性等の要素を複合的に判断する

必要があり、施設別セグメント分析により得られる情報がどれだけ有用かが不明確。

※（）内の割合は、施設別セグメント分析を実施していない団体数（255団体）に対する各選択肢の回答団体数の割合
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施設別セグメント分析を実施している団体に係るアンケート結果

問１ 施設別の行政コスト分析を行ったきっかけや目的を教えてください。

・ 公共施設マネジメントに今後活用していくため。

・ 公共施設等総合管理計画の改訂にあたり、施設別行政コストの分析を行うため。

・ 具体的な公共施設の再編・統廃合の検討にあたり、施設別行政コストの比較分析を行うため。

・ 合併や指定都市への移行に伴い、資産マネジメントを強化するため。

・ 施設利用料の見直しにあたり、各施設の行政コストを使用料に反映させるため。

・ 職員のコスト意識を向上させ、より効率的・効果的な施設の運営管理を行うための参考とするため。

・ 住民に対するアカウンタビリティの一環のため。

注：要約や意見集約を行っている

問２ 施設別の行政コスト分析にあたり課題となっていることがあれば教えてください。（記述式回答）

・ 作成に要する負担が大きい。

・ 固定資産台帳の数値に不安がある。

・ 各種分析データの意味が施設所管課に伝わりきっていない。

・ 統一的な作成様式や作成方法がなく、自治体間比較が容易でない。

・ 他自治体の事例についての情報が少なく、自治体間比較ができない。

・ 分析後の活用ができていない。

注：要約や意見集約を行っている
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選択肢 回答団体数

ある 14 （13.0%）

ない 94 （87.0%）

計 108  （100%）

「ある」と回答した団体の具体的な内容 注：要約や意見集約を行っている

・ 稼働率の低い施設の統廃合や、利用率向上のための活用方法の見直し等を実施した。利用率が低く、老朽化しており、

今後の活用が見込めない施設については解体した。

・ 施設類型別のコスト比較を行い、対象10施設の今後の方針（廃止等）を定めた公共施設等総合管理計画を策定した。

・ 施設を統合した場合の行政コストの試算等を行い、健康管理センター等の統合を行った。

・ 老朽化した市営葬祭場について、施設別コスト分析の数値を参考に、整備の方向性を決定した。

問３ 施設別セグメント分析によって得られた情報を検討材料として、公共施設の統廃合等の見直しを行ったことは

ありますか。

5



問４ 施設別の行政コスト分析の実施にあたり、作業方法の参考にしたものがあれば教えてください。

（複数回答可）

選択肢 回答団体数（※）

1 統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年8月改訂）に掲載の
「セグメント別財務書類の作成手順の例」

48 （44.4%）

2 先行自治体の事例 14 （13.0%）

3 「経営・財務マネジメント強化事業」により派遣されたアドバイザー 5  （4.6%）

4 公認会計士等の専門家 31 （28.7%）

5 その他 22 （20.4%）

その他の内容（抜粋） ※原文を一部要約

・ 財務書類の作成を委託している事業者からのアドバイス

※（）内の割合は、施設別の行政コスト分析を実施した団体数（108団体）に対する各選択肢の回答団体数の割合
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（分析方法の具体例の充実）

・ マニュアルは理想的な手順だが、現行の財務会計システムの仕訳では手順どおり実施できない点もあるため、より簡易的な手

順の例示があると良い。

・ 分析対象とする資産、負債、費用、収益等の範囲について、簡素に作成する場合と精緻に作成する場合それぞれ、どこまで範

囲とするのか具体的な例を記載してほしい。

・ 配賦基準について、延床面積以外で採用されている例を記載してほしい。

（実例の追加、取り組みやすさ）

・ 作成手順が文字のみで記載されているため、作成作業のイメージが湧かず、ハードルが高いイメージを植え付けているのでは

ないか。実例を用いた具体的な作業手順書を作成してはどうか。（特に、支出に係るデータ収集に係る作業）

（分析以外も含めたフロー）

・ 自治体の活用事例として、セグメント分析の実施から統廃合等の活用に至った団体の作業フローなど一連の動きを示してほしい。

問５ 統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年８月改訂）に掲載の「セグメント別財務書類の作成手順

の例」の中で、改善すべき点や不足している要素などがあれば教えてください。（記述式回答）
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アンケート結果の分析について

○ 未実施団体が実施していない理由として、

・ セグメント分析の存在を知らないこと、

・ 有用性は認識していても、実際に取り組むには障壁があること が多くあげられた。

○ 実施にあたっての具体的な課題について、

未実施団体からは、人員的・時間的余裕がないこと

作成方法・手順や作成後の分析方法が分からないこと

実施団体からは、 実施にあたり事務負担が生じること

他団体との比較が困難であること

分析後の活用に至っていないこと などが多くあげられた。

○ また、最も参考されているのは現行マニュアルだが、改善点があることも判明した。

結果のまとめ

○ 上記を踏まえ、

・ セグメント分析自体の認知度向上、意義・有用性の普及

（ 例えば、県主催の市町村向け研修の拡充、マネジメント強化事業による専門家派遣の更なる活用など ）

・ 現行マニュアルの見直し

（ 具体的な手順や実例の充実、分かりやすく敷居の低い記載内容への変更など ）

・ 自治体間での比較が容易となるような方策

（ 例えば、セグメント分析の団体別公表状況一覧の作成 ）

などに取り組む必要があるのではないか。

○ あわせて、財務書類の作成そのものについて負担軽減策を講じ、限られた資源を活用にシフトさせていくこと

も必要ではないか。

今後の取組の方向性
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これまでの議論

○ 中間とりまとめ

・ 地方公共団体にとって喫緊の課題である公共施設の集約化・複合化、長寿命化等の取組みを進める上で、施設単位の維持管理コ

スト等を把握するための、施設別セグメント分析は重要。

○ 委員意見

・ 予算編成をする上で、単年度のやりくりではどうにもならない構造的な問題については、セグメント分析がキーになるのではな

いか。施設別や事業別に視点を移し、他施設や他団体の事業と横並びで比較して分析をすることが重要。

・ 全国的に存在する主要施設について何か一つ（例えば図書館）、県の市町村担当課が音頭を取ってセグメント分析を実施すると、

気づきを得ることができるのではないか。その際、マネジメント強化事業による専門家のサポートと組み合わせることで、より進

んでいくのではないか。

・ 施設別セグメント分析の手順などを示してきたが、実施団体は未だ１割程度に留まっており、団体の自発的な取組みを期待して

もなかなか進まないと考えざるを得ない。現状から一歩進めるとすれば、研修会の継続的な開催や、アドバイザー制度活用の呼び

かけ等、団体に対して何らかの要請をかけるべきではないか。

・ 施設別行政コスト計算書を作って終わりにせず、資料に基づく分析結果を基に協議を行い、結論を出して実行することが必要。

・ セグメント分析の促進にあたっては、分析すること自体が目的化しないよう、団体における目的設定が重要。

参考１
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※施設別のセグメント分析を実施している団体

都道府県名 市町村名

施
設
別

事
業
別

部
署
別

そ
の
他

住
民
１
人

当
た
り

行
政
コ
ス

ト

利
用
者
１

人
当
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り
純
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コ
ス
ト

受
益
者
負

担
率

建
物
減
価

償
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率

そ
の
他

公
民
館

小
学
校

中
学
校

幼
稚
園

保
育
園

児
童
館

学
童
ク
ラ

ブ

高
齢
者
福

祉
施
設

障
害
者
福

祉
施
設

図
書
館

運
動
施
設

文
化
施
設

公
営
住
宅

公
園

そ
の
他

Ａ県 Ｂ市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ https://www.….html

Ａ県 Ｃ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ https://www.….html

Ｄ県 Ｅ市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ https://www.….html

Ｆ県 Ｇ市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ https://www.….html

Ｈ都 Ｉ区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ https://www.….html

… ………………………………………………………………… …

セグメントの単位 分析指標

公表ＵＲＬ

団体名 施設類型

＜作成イメージ（案）＞

○ 地方公共団体への活用状況調査において「他自治体の事例についての情報が少なく、自治体間比較ができない」との意見があったこと

を踏まえ、セグメント分析を実施し、ＨＰ公表している団体の公表内容が把握可能となる一覧を作成し、総務省ＨＰで公開を検討。

セグメント分析の団体別公表状況一覧の作成イメージ参考３
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公営駐車場について、老朽化に伴い大規模修繕工事が必要となったが、多額の費用をかけて維持すべきか検討する必要

が生じた。

運営を継続するためには、駐車場料金の大幅な値上げが必要になるが、周辺の民間駐車場の料金を踏まえると、利用者

の減少が想定される。こうした分析結果を踏まえ、公営駐車場の運営を継続せず、廃止することとした。

(注) 上記の取組は、駐車場の廃止に係る政策決定の検討材料の一つとして用いられたものであり、公会計情報を活用した試算のみで廃止の決定を
行ったものではないことに留意が必要。

＜分析の考え方＞
公営駐車場を維持した場合の行政コストについて将来推計を行い、公費

負担を発生させないためには、駐車場料金をどの程度値上げする必要があ
るか算出し、周辺の民間駐車場の駐車料金との比較検討を実施した。

＜分析結果＞
減価償却費がR12年度に19,364千円とピークを迎え、総額の費用も急増。

公費負担０とするには、R12年度には時間貸の１時間あたり料金を1,095円
に、定期利用の１か月あたり料金を91,289円に設定する必要が生じるが、
周辺の民間駐車場よりも高額となる。

施設別のフルコスト情報が政策決定に活用された事例参考４

１ 取組の背景

２ 取組の概要

３ 取組の成果

料金体系
R4～平均金額（円）（稼働率変化なし：試算）

料金区分 現状 5年間 差額 10年間 差額 15年間 差額 23年間 差額

(※1)　時間貸額（上限額利用以外）　：1時間 300 554 254 752 452 795 495 713 413

(※2)　時間貸額（上限額利用）　：上限額 1,500 2,768 1,268 3,762 2,262 3,975 2,475

59,426 34,426

3,566 2,066

(※3)　定期利用額　：昼・夜・全日の平均 25,000 46,131 21,131 62,692 37,692 66,250 41,250

･･･ ･･･ ･･･

(※1)

(※2)

(※3)

経常収益

　うち定期利用額

R3年度

（実績）

11,183

7,894

-

3,290

7,755

財源

公費負担額

　うち時間貸額（上限額利用以外）

　うち時間貸額（上限額利用）

　うち定期利用額

損益分岐点利用料金（単位：円）

使用料及び手数料

　うち時間貸額（上限額利用以外）

　うち時間貸額（上限額利用）

　うち定期利用額

臨時損失

臨時利益

勘定科目

経常費用

物件費

維持補修費

減価償却費

7,755

2,001

3,308

2,446

-

-

稼働率変化なし

　うち時間貸額（上限額利用以外）

　うち時間貸額（上限額利用）

433

2,163

36,053

-

3,429

885

1,462

1,082

1,095

5,477

91,289

R12年度

（試算）

28,317

7,853

1,100

19,364

7,755

-

20,562

5,306

8,770

6,486

7,755

2,001

3,308

2,446

-

-

駐車場事業の行政コストの将来シュミレーション

571

2,856

47,600

-

7,010

1,809

2,990

2,211

7,755

2,001

3,308

2,446

-

-

R20年度

（試算）

14,765

7,853

-

6,912

7,755
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